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1.  はじめに	 

	 近年，農業就業人口の減少や高齢化，経営規模拡大，農地の分散化等による農業構造の

変化が進んでおり，これに伴い農地･水資源管理の労力や費用の増大，管理の質の低下等

の影響が懸念されている｡北海道でも，農業就業人口の減少・経営規模の拡大が進んでい

る｡加えて，このような状況において，地域の農地や水利施設管理を主導的に担ってきた

土地改良区のあり方についても関心が寄せられており，地域の現状や将来動向に適した新

たな管理体制の構築が望まれている。そのためには，土地改良区の維持管理実態や維持管

理における課題の把握と整理を行う必要がある。	 

	 本研究では，道内の土地改良区を対象として行われた運営実態調査の結果をもとに，農

業構造の変化や施設管理体制の現状把握を行った｡さらに特徴的な管理体制の土地改良区

に管理・運営に関する課題についてヒアリング調査を実施した。	 	 

2.  方法	 

	 道内の土地改良区を対象として行われた｢土地改良区運営実態調査票｣(北海道:H16-H26)

や農林業センサス（農林水産省）を用い，10 年間の土地改良区の構造変化や施設管理費用

の分析を試みた。さらに改良区の運営状況を基に，維持管理費用の増減や農業構造等に特

徴のある 15 改良区を抽出し，ヒアリング調査を実施した。	 

3.  土地改良区の現状と維持管理	 

（1）土地改良区の現状	 土地改良区（以下，改良区）数はＨ16 年の 88 から H26 年の 74

と，中小規模の改良区を中心とした再編等により減少傾向にある。また，維持管理作業の

従事者である組合員数や職員数も減少傾向にある（表－1）。一方で，改良区の揚水機場や

支線水路等の管理施設は増加傾向にあり，作業従事者 1 人当たりの施設数の増大による維

持管理労力の増大が懸念される。こうした状況において，専任技術者を有さない改良区を

中心に組合員で構成される下部組織への作業委託率は増加傾向にある。現在，揚水機や支

線水路，排水路等の末端施設の管理

の半数以上を下部組織が担っており，

組織的な管理による技術・労働力の

補填と施設管理の効率化を図る状況

にある。	 

（２）土地改良区の財務状況	 施設

の老朽化や就農者の減少等が進むな
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Table  1  Changes of Land improvement district data 
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かで施設維持管理費用は増加傾向にある｡1ha あたりの施設維持管理費用（平均値）は H16

年からの 10 年間で 11%増大し，これに伴って組合員 1 人あたりの負担する賦課金額（10a

あたり）も 6.7%増大した。維持管理費用と賦課金額は平地の水田地域の土地改良区で最も

高く，求められる水利用の高度化により施設の大型化や数の増加が大きな要因である。	 

	 また，施設維持管理費用の 9 割は，下部組織が大半を管理する溝路や揚水機場の維持費

にかかるものであり，施設の規模や数，作業条件のほか，下部組織と改良区の維持管理体

制の状況が維持管理費用の増減に関与している可能性が考えられる。	 

	 改良区の恒常的支出金額（運営費と維持管理費）を受益地の規模別にみると，受益地の

規模との関係性は見られず，受益地 10,000ha 以上の改良区（5 件）で支出に占める維持

管理費用の割合が高かった。すなわち，運営費や維持管理費においては規模の経済性はみ

られず，反対に広域的な施設管理への労力負担が増大することが示された。	 

4.  土地改良区のかかえる課題~ヒアリングからみえてきたこと~	 

	 15 改良区へのヒアリング調査から，高齢化や組合員の減少,施設の老朽化等の農業構造

変化による維持管理課題の発生が確認された。また,これら改良区の維持管理体制は，主

に①市町村や JA の職員が事務職を実施し，組合員や下部組織が施設管理の主軸を担う，

②兼任職員が組合員や下部組織と共同的に施設管理も担う，③改良区職員が事務や運営，

施設管理も担うが組合員や下部組織への委託率が大きい，④改良区職員が施設管理の主軸

を担う，に大別された。このうち，専任技術者を有さない改良区を中心に維持管理費用が

増大していたところでは，費用や労力が増加している理由として，技術者の不足や組合員

の減少による下部組織や外部組織への委託費用の増大を挙げていた。一方で費用が減少傾

向にある改良区では，多面的機能直接支払の効率的利用や下部組織との連携強化により対

応していた。	 

	 多くの改良区では，施設の老朽化，高齢化や技術職員の不足による維持管理への影響を

懸念しており，特に高齢化の進捗は組合員の減少や土地持ち非農家の増加にもつながり，

その後の直接的な維持管理労力の増大のみならず，事業実施における合意形成や賦課金に

よる財源の維持,担い手への農地の集約化の障壁になる等，影響の大きさがうかがえた。	 

	 これらの課題に対し，各改良区が求める対応策として，ハード面では老朽化した施設の

整備や維持管理労力の削減に向けた施設管理の自動化，パイプラインの整備等が挙げられ

た。一方でソフト面での対策としては，下部組織や農協等の関連組織との連携強化による

維持管理や水利用の効率化等が挙げられた。	 

5.  おわりに	 

	 本研究では，道内の改良区における運営状況や維持管理実態を整理した。この結果，道

内の改良区では農業構造等の変化による維持管理課題が顕在化していた。また，維持管理

費用の変化には，農業構造変化のほか，水稲の作付状況と水利用機能の充足度，所有施設

の種類，その分散度や老朽化の程度等の多様な要因が関係していることも認められた。加

えて，改良区職員と下部組織の共同的な維持管理体制も維持管理労力の削減や費用の変化

に関係していると推察された。今後，地域資源としての土地改良施設の管理のあり方を検

討するうえで，労力削減に資する施設管理の遠隔操作やパイプライン化等のハード対策と

ともに，作業の共同従事者である下部組織と運営や用水供給を担う改良区との重層的な意

思決定や連絡体制による作業の合理化の重要性が示唆された。	 
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